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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第63期

第３四半期連結
累計期間

第64期
第３四半期連結
累計期間

第63期
第３四半期連結
会計期間

第64期
第３四半期連結
会計期間

第63期

会計期間

自平成21年
４月１日
至平成21年
12月31日

自平成22年
４月１日
至平成22年
12月31日

自平成21年
10月１日
至平成21年
12月31日

自平成22年
10月１日
至平成22年
12月31日

自平成21年
４月１日
至平成22年
３月31日

売上高（千円） 6,028,6179,695,6782,197,7623,505,7758,906,914

経常利益又は経常損失(△)(千円） △224,378 192,926△36,001 105,132△212,710

四半期純利益又は四半期（当期）

純損失（△）（千円）
△207,549 124,951△43,168 91,241△246,652

純資産額（千円） － － 3,882,6313,944,6643,932,908

総資産額（千円） － － 7,191,3578,719,3617,964,281

１株当たり純資産額（円） － － 684.47 694.81 693.21

１株当たり四半期純利益金額又は

四半期（当期）純損失金額（△）

（円）

△37.17 22.38 △7.73 16.34 △44.18

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） － － 53.1 44.5 48.6

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△286,091 240,851 － － △172,464

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
57,042 39,877 － － 76,578

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△197,931△113,995 － － △260,697

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
－ － 2,186,4512,405,1522,269,544

従業員数（人） － － 133 131 133

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等（消費税及び地方消費税をいう。以下同じ。）は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

　

３【関係会社の状況】

　当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成22年12月31日現在

従業員数（人） 131 (48)

　（注）　従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（　）内に当第３四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載して

おります。

　

(2）提出会社の状況

 平成22年12月31日現在

従業員数（人） 62 (39)

　（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（　）内に当第３四半期会計期間の平均人員を外数で記載してお

ります。

２．従業員の中には使用人兼務取締役が３名含まれております。
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第２【事業の状況】

１【仕入及び販売の状況】

(1）仕入実績

　当第３四半期連結会計期間の仕入実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

前年同四半期比（％）

日本（千円） 2,451,922 －

北米（千円） 158,909 －

欧州（千円） 56,835 －

アジア（千円） 223,246 －

合計（千円）　 2,890,913 －

　（注）　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2）販売実績

　当第３四半期連結会計期間の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

前年同四半期比（％）

日本（千円） 2,492,227 －

北米（千円） 389,838 －

欧州（千円） 165,211 －

アジア（千円） 458,497 －

合計（千円） 3,505,775 －

　（注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。

２．主な相手先別の販売実績は、連結売上高の10％を超える販売先がないため、記載を省略しております。

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

２【事業等のリスク】

　当第３四半期連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。

　

３【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ(当社及び連結子会社）が判断したも

のであります。

（１）経営成績の分析

　当第３四半期連結会計期間におけるわが国経済は、海外では経済の減速、国内エコカー補助金打ち切りや急激

な円高のため景気停滞局面に入りました。また、依然として失業率が高い水準にあること、円高の影響等から景

気の先行きには不透明感が漂っております。

　当社グループの主力商品の業界である工作機械業界の１０月から１２月までの受注額は対前年同期比７８．

５％の増加となりました。

　こうした環境下、当社グループの国内外の受注・売上はともに前年と比較し増加しました。

　上記の結果、当第３四半期連結会計期間の売上高は３５億５百万円（前年同期比５９．５％増）、営業利益は

７千５百万円（前年同期は６千１百万円の営業損失）、経常利益は１億５百万円（前年同期は３千６百万円の

経常損失）、四半期純利益は９千１百万円（前年同期は４千３百万円の四半期純損失）となりました。

　セグメントごとの業績は次の通りであります。

日本

（売上）

　国内の工作機械の受注は回復に転じ、売上高は２４億９千２百万円（前年同期比７９．４％増）となりま

した。

（営業利益）

　営業利益は、売上増加及び経費削減の結果、６千９百万円（前年同期は５千２百万円の営業損失）となりま

した。 

北米

（売上） 

　北米では自動車関連の受注は好調で、売上高は３億８千９百万円（前年同期比８４．１％増）となりまし

た。 

（営業利益）

　営業利益は、売上増加と経費削減により１千４百万円（前年同期は２千３百万円の営業損失）となりまし

た。 

欧州 

（売上）

　欧州では自動車関連の受注が大幅に低迷し、売上高は１億６千５百万円（前年同期比５１．８％減）とな

りました。

（営業利益） 

　営業利益は、経費削減に努めた結果、２百万円（前年同期は１百万円の営業損失）となりました。 

アジア

（売上）

　アジアでの受注は順調で、売上は４億５千８百万円（前年同期比８０．２％増）となりました。 

（営業利益）

　営業利益は、売上は増加したものの競争激化を主因として経費が増加し、１百万円（前年同期比３７．０％

減）となりました。
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（２）財政状態の分析

　当第３四半期連結会計期間末における総資産は前連結会計年度末に比べ７億５千５百万円増加し、８７億１

千９百万円となりました。

　流動資産は前連結会計年度末に比べ８億３千９百万円増加し、５７億６千８百万円となりました。これは主と

して受取手形及び売掛金が増加したことによります。

　固定資産は前連結会計年度末に比べ８千４百万円減少し、２９億５千１百万円となりました。これは主として

投資有価証券が減少したことによります。

　当第３四半期連結会計期間末における負債合計は前連結会計年度末に比べ７億４千３百万円増加し、４７億

７千４百万円となりました。

　流動負債は前連結会計年度末に比べ８億４千３百万円増加し、３９億６千９百万円となりました。これは主と

して支払手形及び買掛金が増加したことによります。

　固定負債は前連結会計年度末に比べ１億円減少し、８億４百万円となりました。これは主として長期借入金が

返済により減少したことによります。

　純資産は前連結会計年度末に比べ１千１百万円し増加し、３９億４千４百万円となりました。これは主として

利益剰余金が増加したことによります。 

　

（３）キャッシュ・フローの状況

　当第3四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前四半期連結会計期間

末に比べ４億３千万円増加し、２４億５百万円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動による資金の収入は４億６千万円（前年同期は９千５百万円の支出）となりました。これは主とし

て売上債権の増加によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動による資金の収入は、１千６百万円（前年同期は６百万円の収入）となりました。これは、主として

不動産賃貸収入によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動による資金の支出は、３千万円の支出（前年同期は６千３百万円の支出）となりました。これは主と

して長期借入金の返済によるものであります。

　

（４）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結会計期間において当社グループ（当社及び連結子会社）の事業上及び財務上の対処すべ

き課題に重要な変更及び新たに生じた課題はありません。

　

（５）研究開発活動

　該当事項はありません。 
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2）設備の新設、除却等の計画

　特記すべき事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 23,858,000

計 23,858,000

　

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成22年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成23年２月14日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 6,158,000 6,158,000

大阪証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）　

単元株式数は100株

計 6,158,000 6,158,000 － －

　

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。　

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

　

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成22年10月１日～

平成22年12月31日　
－　 6,158,000－　 397,500 　－ 280,300

 

　

（６）【大株主の状況】

　大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。
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（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成22年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

①【発行済株式】

 平成22年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式  　574,600
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式  5,582,800 55,828 －

単元未満株式 普通株式      　600 － －

発行済株式総数 　　　　　6,158,000 － －

総株主の議決権 － 55,828 －

　　

②【自己株式等】

 平成22年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

株式会社トミタ
東京都中央区銀座８丁目

３番10号　
574,600－ 574,600 9.33

計 － 574,600－ 574,600 9.33

　 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円） 490 609 510 500 499 485 442 500 480

最低（円） 479 450 450 490 443 426 441 445 443

　（注）最高・最低株価は、平成22年10月12日より大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）におけるものであり、

　　　　それ以前は大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱにおけるものであります。

　

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間

（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第３四半期連結

会計期間（平成22年10月１日から平成22年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成22年４月１日から

平成22年12月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平

成21年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間（平成22年10月１日から平成22年12月31日まで）及び当第３四半

期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表について、東陽監査法人

による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,510,152 2,374,544

受取手形及び売掛金 ※2
 2,866,830 2,175,558

商品 190,765 209,888

その他 201,031 168,698

貸倒引当金 △472 △371

流動資産合計 5,768,307 4,928,317

固定資産

有形固定資産

土地 724,815 724,815

その他（純額） 434,938 458,238

有形固定資産合計 ※1
 1,159,754

※1
 1,183,054

無形固定資産

その他 31,742 17,253

無形固定資産合計 31,742 17,253

投資その他の資産

投資土地 830,074 830,074

その他 975,484 1,052,551

貸倒引当金 △46,001 △46,971

投資その他の資産合計 1,759,557 1,835,654

固定資産合計 2,951,054 3,035,963

資産合計 8,719,361 7,964,281

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※2
 3,157,838 2,376,276

短期借入金 553,437 585,151

未払法人税等 43,218 17,569

賞与引当金 12,120 26,400

その他 203,134 120,864

流動負債合計 3,969,748 3,126,261

固定負債

長期借入金 － 82,226

役員退職慰労引当金 229,734 217,450

その他 575,213 605,434

固定負債合計 804,948 905,110

負債合計 4,774,697 4,031,372

純資産の部

株主資本

資本金 397,500 397,500

資本剰余金 280,300 280,300
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（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

利益剰余金 3,076,285 2,951,333

自己株式 △116,120 △116,120

株主資本合計 3,637,964 3,513,012

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 113,490 161,781

土地再評価差額金 343,955 343,955

為替換算調整勘定 △216,012 △148,285

評価・換算差額等合計 241,433 357,451

少数株主持分 65,266 62,443

純資産合計 3,944,664 3,932,908

負債純資産合計 8,719,361 7,964,281
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

売上高 6,028,617 9,695,678

売上原価 5,195,364 8,351,899

売上総利益 833,252 1,343,778

販売費及び一般管理費 ※
 1,157,646

※
 1,193,122

営業利益又は営業損失（△） △324,394 150,656

営業外収益

受取利息 1,603 1,609

受取配当金 6,822 7,649

受取賃貸料 71,063 64,053

その他 59,765 20,435

営業外収益合計 139,255 93,747

営業外費用

支払利息 8,922 5,936

不動産賃貸費用 18,509 19,225

為替差損 － 3,639

債権売却損 6,552 12,089

その他 5,255 10,586

営業外費用合計 39,240 51,477

経常利益又は経常損失（△） △224,378 192,926

特別利益

貸倒引当金戻入額 1,530 868

役員退職慰労引当金戻入額 971 －

固定資産売却益 820 1,896

特別利益合計 3,322 2,765

特別損失

投資有価証券評価損 10,765 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 1,090

その他 317 168

特別損失合計 11,083 1,258

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△232,140 194,433

法人税、住民税及び事業税 4,900 54,574

法人税等還付税額 △19,090 －

過年度法人税等 － 8,119

法人税等調整額 △6,583 2,576

法人税等合計 △20,772 65,271

少数株主損益調整前四半期純利益 － 129,162

少数株主利益又は少数株主損失（△） △3,817 4,210

四半期純利益又は四半期純損失（△） △207,549 124,951
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：千円）

前第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成22年10月１日
　至　平成22年12月31日)

売上高 2,197,762 3,505,775

売上原価 1,905,456 3,029,163

売上総利益 292,305 476,612

販売費及び一般管理費 ※
 353,859

※
 401,050

営業利益又は営業損失（△） △61,553 75,561

営業外収益

受取利息 235 621

受取配当金 1,652 3,343

受取賃貸料 23,454 21,143

為替差益 － 14,764

その他 13,275 6,155

営業外収益合計 38,618 46,027

営業外費用

支払利息 2,784 1,506

不動産賃貸費用 5,947 6,365

債権売却損 2,468 4,803

その他 1,864 3,780

営業外費用合計 13,065 16,456

経常利益又は経常損失（△） △36,001 105,132

特別利益

貸倒引当金戻入額 405 788

投資有価証券評価損戻入益 － 28,589

固定資産売却益 199 1,622

特別利益合計 605 31,000

特別損失

投資有価証券評価損 948 －

固定資産除却損 282 －

特別損失合計 1,230 －

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△36,626 136,133

法人税、住民税及び事業税 2,061 29,036

法人税等還付税額 △9,130 －

法人税等調整額 12,028 10,949

法人税等合計 4,960 39,985

少数株主損益調整前四半期純利益 － 96,147

少数株主利益 1,581 4,906

四半期純利益又は四半期純損失（△） △43,168 91,241

EDINET提出書類

株式会社トミタ(E02668)

四半期報告書

14/26



（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

△232,140 194,433

減価償却費 33,342 28,031

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 5,583 13,389

賞与引当金の増減額（△は減少） △1,220 △14,280

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1,530 △868

受取利息及び受取配当金 △8,426 △9,258

支払利息 8,922 5,936

為替差損益（△は益） 121 3,362

投資有価証券評価損益（△は益） 10,765 －

有形固定資産除売却損益（△は益） △506 △1,728

売上債権の増減額（△は増加） 2,489,647 △719,691

たな卸資産の増減額（△は増加） 74,881 10,709

仕入債務の増減額（△は減少） △2,723,131 775,414

前渡金の増減額（△は増加） △22,297 △70,150

前受金の増減額（△は減少） 42,195 73,520

未収消費税等の増減額（△は増加） 17,971 16,018

その他 9,672 △28,957

小計 △296,148 275,880

利息及び配当金の受取額 8,426 9,258

利息の支払額 △8,633 △5,741

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） 10,264 △38,546

営業活動によるキャッシュ・フロー △286,091 240,851

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △3,754 △4,002

有形固定資産の売却による収入 1,673 5,384

投資有価証券の取得による支出 △7,580 △8,139

投資有価証券の売却による収入 24,054 －

貸付金の回収による収入 1,292 3,071

その他 41,357 43,562

投資活動によるキャッシュ・フロー 57,042 39,877

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 35,425 －

長期借入金の返済による支出 △189,299 △111,491

配当金の支払額 △41,875 －

少数株主への配当金の支払額 △846 △883

その他 △1,336 △1,621

財務活動によるキャッシュ・フロー △197,931 △113,995

現金及び現金同等物に係る換算差額 4,598 △31,125

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △422,381 135,608

現金及び現金同等物の期首残高 2,608,832 2,269,544

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 2,186,451

※
 2,405,152
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　

当第３四半期連結累計期間

（自　平成22年４月１日

　至　平成22年12月31日）　

会計処理基準に関する事項の変更　

資産除去債務に関する会計基準の適用

　第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企

業会計基準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会

計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31

日）を適用しております。

　これに伴う当第３四半期連結累計期間の経常利益、税金等調整前四半期

純利益に与える影響は軽微であります。　

　

【表示方法の変更】

当第３四半期連結累計期間

（自　平成22年４月１日

　　至　平成22年12月31日）

（四半期連結損益計算書）

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当第３

四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。　

　

当第３四半期連結会計期間

（自　平成22年10月１日

　　至　平成22年12月31日）

（四半期連結損益計算書）

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当第３

四半期連結会計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。

　

【簡便な会計処理】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

１．一般債権の貸倒見積高の算定方法 　当第３四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定し

たものと著しい変化がないと認められるため、前連結会計年度末の貸倒実績

率等を使用して貸倒見積高を算定しております。

２．棚卸資産の評価方法 　当第３四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略

し、前連結会計年度末の実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算定す

る方法によっております。

　また、棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものにつ

いてのみ正味売却価額を見積り、簿価切下げを行う方法によっております。　

３．固定資産の減価償却費の算定方法 　定率法を採用している固定資産については、連結会計年度に係る減価償却費

の額を期間按分して算定する方法によっております。

４．法人税等並びに繰延税金資産及び繰

延税金負債の算定方法

　法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控除項目

を重要なものに限定する方法によっております。

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営

環境等、かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められるので、

前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタックス・プランニング

を利用する方法によっております。
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【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　該当事項はありません。

　

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第３四半期連結会計期間末
（平成22年12月31日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

※１．有形固定資産の減価償却累計額は、471,630千円であ

ります。

※２．当第３四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理

については、当期の末日は金融機関の休日でしたが、

満期日に決済が行われたものとして処理しておりま

す。

 期末日満期手形の金額は次のとおりであります。

※１．有形固定資産の減価償却累計額は、463,432千円であ

ります。

　２．　　　　　　　　　　　― 

受取手形 86,074千円

支払手形 255,356千円

 

 

　

（四半期連結損益計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

販売手数料 24,924千円

給料手当　 554,766千円　

役員退職慰労引当金繰入額 11,111千円

販売手数料 30,466千円

給料手当　 565,622千円　

賞与引当金繰入額　 12,120千円

役員退職慰労引当金繰入額 13,389千円

　

前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

販売手数料 7,074千円

給料手当　 171,613千円　

役員退職慰労引当金繰入額 2,979千円　

販売手数料 10,081千円

給料手当　 178,857千円　

賞与引当金繰入額 12,120千円

役員退職慰労引当金繰入額 5,857千円　

　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

　（平成21年12月31日現在）

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

　（平成22年12月31日現在）

現金及び預金勘定　 2,291,451千円　

預入期間が３ヶ月を超える定期預金　 △105,000千円　

現金及び現金同等物 2,186,451千円　

　

現金及び預金勘定　 2,510,152千円　

預入期間が３ヶ月を超える定期預金　 △105,000千円　

現金及び現金同等物 2,405,152千円　
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（株主資本等関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成22年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　

平成22年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式　　　　6,158,000株

　

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式　　　　　574,640株

　

３．新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

４．配当に関する事項

該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自平成21年10月１日　至平成21年12月31日）及び前第３四半期連結累計期間（自

平成21年４月１日　至平成21年12月31日）

　機械・工具販売業の売上高及び営業利益の金額は、全セグメントの売上高の合計及び営業利益の金額の合計

額に占める割合がいずれも90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

　

【所在地別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自平成21年10月１日　至平成21年12月31日）

 
日本
（千円）

北米
（千円）

欧州
（千円）

アジア
（千円）

計
（千円）

消去又は
全社
（千円）

連結
（千円）

売上高        

(1）外部顧客に対する売

上高
1,389,061211,750342,545254,4042,197,762 － 2,197,762

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高
210,691 23 3,122 2,736216,573(216,573)－

計 1,599,753211,774345,667257,1402,414,335(216,573)2,197,762

営業利益又は営業損失

（△）
△52,078△23,651△1,152 2,899△73,98112,428　　 △61,553

　

前第３四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年12月31日）

 
日本
（千円）

北米
（千円）

欧州
（千円）

アジア
（千円）

計
（千円）

消去又は
全社
（千円）

連結
（千円）

売上高        

(1）外部顧客に対する売

上高
3,909,9261,040,817443,205634,6686,028,617 － 6,028,617

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高
1,170,019573 6,394 5,5321,182,519(1,182,519)－

計 5,079,9451,041,390449,599640,2017,211,136(1,182,519)6,028,617

営業損失（△） △203,986△57,013△37,151△14,550△312,702(11,691)△324,394

　（注）１．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用はありません。

２．連結子会社の所在する国又は地域を、地理的近接度により区分しております。

３．各区分に属する地域の内訳は、次のとおりであります。

(1）北米…………………米国、カナダ

(2）欧州…………………英国

(3）アジア………………タイ、中国、インドネシア
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【海外売上高】

前第３四半期連結会計期間（自平成21年10月１日　至平成21年12月31日） 

 北米 欧州 アジア その他 計

Ⅰ．海外売上高（千円） 211,750 342,545 270,402 － 824,698

Ⅱ．連結売上高（千円） － － － － 2,197,762

Ⅲ．海外売上高の連結売上高に占め

る割合（％）
9.6 15.6 12.3 － 37.5

　

前第３四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年12月31日）

 北米 欧州 アジア その他 計

Ⅰ．海外売上高（千円） 1,040,817443,205 658,357 378 2,142,757

Ⅱ．連結売上高（千円） － － － － 6,028,617

Ⅲ．海外売上高の連結売上高に占め

る割合（％）
17.3 7.4 10.9 0.0 35.6

　（注）１．地域は、地理的近接度により区分しております。

２．各区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。

(1）北米…………米国、カナダ

(2）欧州…………英国、ドイツ

(3）アジア………タイ、シンガポール、中国、インドネシア、ベトナム、台湾

(4）その他………イスラエル

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高であります。

　

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要　

　当第３四半期連結累計期間（自平成22年４月１日　至平成22年12月31日）及び当第３四半期連結会計期間

（自平成22年10月１日　至平成22年12月31日）　

　当社グループは、分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が資源配分の意思決定及び業績評価をす

るために、定期的に検討を行う対象として販売を基礎とした所在地別のセグメントから構成される、「日

本」、「北米」、「欧州」、「アジア」を４つの報告セグメントとしております。　

　各報告セグメントでは、主に機械・工具の販売を行っております。　

　

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　当第３四半期連結累計期間（自平成22年４月１日　至平成22年12月31日）　　

　（単位：千円）

　
報告セグメント

合計
日本 北米 欧州 アジア

売上高      

外部顧客への売上高 7,114,6751,188,191378,0921,014,718 9,695,678

セグメント間の売上高

又は振替高
1,171,008 1,920 2,224 22,556 1,197,710

計 8,285,6831,190,112380,3171,037,275 10,893,388

セグメント利益又は

セグメント損失（△）
112,772 35,923 7,272 △1,760 154,208
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　当第３四半期連結会計期間（自平成22年10月１日　至平成22年12月31日）　　

　（単位：千円）

　
報告セグメント

合計
日本 北米 欧州 アジア

売上高      

外部顧客への売上高 2,492,227389,838 165,211 458,497 3,505,775

セグメント間の売上高

又は振替高
374,527 741 447 3,968 379,685

計 2,866,755390,580 165,659 462,466 3,885,461

セグメント利益 69,623 14,810 2,414 1,827 88,675

　

３．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容（差異調整に関する事項）　

　当第３四半期連結累計期間（自平成22年４月１日　至平成22年12月31日）　　

　（単位：千円）

利益 金額

報告セグメント計　 154,208

セグメント間取引消去　 △3,551

四半期連結損益計算書の営業利益　 150,656

　

　当第３四半期連結会計期間（自平成22年10月１日　至平成22年12月31日）　　

　（単位：千円）

利益 金額

報告セグメント計　 88,675

セグメント間取引消去　 △13,114

四半期連結損益計算書の営業利益　 75,561

　　

４．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報　

　当第３四半期連結会計期間（自平成22年10月１日　至平成22年12月31日）　

（固定資産に係る重要な減損損失）

　該当事項はありません。　

　

（のれんの金額の重要な変動）

　該当事項はありません。

　

（重要な負ののれんの発生益）

　該当事項はありません。

　

（追加情報）

　第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成

21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第

20号　平成20年３月21日）を適用しております。
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（金融商品関係）

　当第３四半期連結会計期間末（平成22年12月31日現在）

　事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められるもの

は、次のとおりであります。　

科目
四半期連結貸借対照表

計上額（千円）　
時価（千円） 差額（千円）　

(1) 現金及び預金　 2,510,152 2,510,152 －

(2) 受取手形及び売掛金 2,866,830 2,866,830 －

(3) 支払手形及び買掛金 3,157,838 3,157,838 －

　（注）金融商品の時価の算定方法

(1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金、(3) 支払手形及び買掛金　

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

　

（有価証券関係）

　当第３四半期連結会計期間末（平成22年12月31日）

　事業の運営において重要なものであり、かつ、前連結会計年度の末日に比べて著しい変動がみとめられる有価証券

はありません。

　

（デリバティブ取引関係）

　当第３四半期連結会計期間末（平成22年12月31日）

　事業の運営において重要なものであり、かつ、前連結会計年度の末日に比べて著しい変動がみとめられるデリバ

ティブ取引はありません。

　

（ストック・オプション等関係）

　該当事項はありません。

　

（企業結合等関係）

　該当事項はありません。

　

（資産除去債務関係）

　当第３四半期連結会計期間末（平成22年12月31日)

　事業の運営において重要なものであり、かつ、前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められる資産除去債

務はありません。　

　

（賃貸等不動産関係）

　当第３四半期連結会計期間末（平成22年12月31日）

　前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められる賃貸等不動産はありません。　

　

（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
（平成22年12月31日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

１株当たり純資産額  694円81銭 １株当たり純資産額 693円21銭
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２．１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額等

前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

１株当たり四半期純損失金額   37円17　銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、１株当たり四半期純損失であり、かつ潜在株式が

存在しないため記載しておりません。

１株当たり四半期純利益金額   22円38　銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

　（注）　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額（△）の算定上の基礎は、以下のとおりでありま

す。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

四半期純利益又は四半期純損失（△）（千円） △207,549 124,951

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（千円）
△207,549 124,951

期中平均株式数（株） 5,583,360 5,583,360

　

前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

１株当たり四半期純損失金額 7円73　銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、１株当たり四半期純損失であり、かつ潜在株式が

存在しないため記載しておりません。

１株当たり四半期純利益金額 16円34　銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

　（注）　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額（△）の算定上の基礎は、以下のとおりでありま

す。

 
前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

四半期純利益又は四半期純損失（△)（千円） △43,168 91,241

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△)（千円）
△43,168 91,241

期中平均株式数（株） 5,583,360 5,583,360

　

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

　

（リース取引関係）

　著しい変動がないため、記載しておりません。

　

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

　

平成22年２月12日

株式会社トミタ

取締役会　御中
　

東陽監査法人

　

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 中塩　信一

　

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 平井　肇

　

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社トミタの平

成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成21年12

月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、

すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社トミタ及び連結子会社の平成21年12月31日現在の財政状態、同日

をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　

　（注）　１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。  

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。

　

EDINET提出書類

株式会社トミタ(E02668)

四半期報告書

25/26



 独立監査人の四半期レビュー報告書 

　

平成23年２月14日

株式会社トミタ

取締役会　御中
　

東陽監査法人

　

 
指定社員
業務執行社員

　 公認会計士 中塩　信一

　

 
指定社員
業務執行社員

　 公認会計士 平井　肇

　

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社トミタの平

成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成22年10月１日から平成22年12

月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、

すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社トミタ及び連結子会社の平成22年12月31日現在の財政状態、同日

をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　

　（注）　１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。  

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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